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第�章 おわりに

(以上､ 本号)

第�章 事例研究による実証

第�節 概説

本章は､ カーター政権は議会の ｢誰と､ どのように悪かったのか｣ を説

明するために､ カーター政権発足直後の����年�月��日に議会に提案さ

れ､ 第��議会が閉会する直前の����年��月��日に議会で可決された､

国家エネルギー法 (����	
���

������) の立法過程の事例研究を行う｡

この法案は､ 大統領選挙の時点からカーターの最大の内政アジェンダであっ
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カーター政権はどのように内政において失敗したのか？
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た｡ その内容は､ 主に､ 外国からの原油の輸入の拡大が､ 安全保障上の脅

威となっていることと､ アメリカ経済を圧迫しているとの懸念から､ 外国

からのエネルギーの依存度を下げ､ 国内の備蓄を確保することを目的に､

省エネルギーの推進・エネルギー効率の向上・国内の天然資源の開発・代

替エネルギーの開発を中心とした包括的な手段を講じるものであった｡ こ

の立法に対する評価としては､ 先進国の中で唯一エネルギー政策を有して

いなかったアメリカにおいて､ カーター以前の�代の大統領ができなかっ

たエネルギー問題に対する包括的な立法を行った点ではカーター政権最大

の成果のひとつといえるが､ 極めて野心的な原案から大幅な譲歩を強いら

れた点や､ 当初の予定から大きく遅れて閉会直前にようやく可決・成立し

たという点で､ カーター政権の立法活動が振るわなかったことの典型とも

評されるものである｡

この問いに対して前章第�節で提示した�つの説明のうち､ 本稿の説明

として採用されるものは､ 下院では､ 説明�｢一部の民主党議員の離反｣

であり､ 上院では､ 説明�｢断片化した議会｣ である｡ つまり､ カーター

政権が当初行った､ 反ワシントン的な議会への関わり方は､ 指導部の権限

が強化されていた下院においては適合的であったが､ 上院ではそうではな

かった｡ 他方､ 政権が個別の議員への説得活動といった伝統的な議会対策

へと転換させたことによって､ 上院でも法案を通過させることに成功した

が､ それと引き換えに大幅な妥協を強いられた｡

ではこの説明が適切であることをどのようにして実証するべきか｡ 事例

に入る前に､ ここで方法論に関する議論を簡単に行っておきたい｡

まず､ ｢すべての説明が正しい｣ という解答は､ 適切な場合分けができ

るならばともかく､ あまり良い答えではない｡ 勿論､ 本稿が採用しない説

明､ つまり､ 議会内政党がイデオロギー的に対立する立法過程がこの時代

に全く存在しなかったわけではないが､ ここで求められていることは､ 一

般的な説明を行うことである｡ 理論から外れる観察の存在をある程度許容

し､ 一般的な説明を試みるひとつの方法は､ 独立変数である大統領の行動

と､ 従属変数である議員の行動のそれぞれを定量的なデータとして扱い､
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計量分析を行うことである｡ その代表的な方法は､ 大統領と議会の相互作

用の帰結である立法の生産性を分析すること (����������	�
��
�
����

����
���) や､ ｢議会中心アプローチ｣ が主に依拠する､ 議員の点呼投

票の傾向を分析することである｡ しかしその方法を用いて本稿の問い､ す

なわち､ ｢誰と､ どのように｣ という問題に答えを与えることは困難であ

る｡ その最大の理由は､ そもそも集計レヴェルにおける法案への成否や､

議員個人レヴェルにおける点呼投票は､ 大統領―議会関係の最終局面にお

ける議員の行動に関する情報であり､ それ以外の情報が欠落していること

である｡ つまり､ 大統領の立法活動やその効果は､ 最初期のアジェンダ・

セッティングをはじめ､ 点呼投票よりも前の局面において観察されるもの

である｡ 議員の投票行動についても､ それが個人の政策選好に基づくもの

であるのか､ あるいは､ 議会指導部や大統領からのはたらきかけの結果に

よるものなのかを判別することが､ 極めて難しい｡

勿論筆者は､ 大統領―議会関係を解き明かす上で､ 計量分析を用いるこ

とを否定するものではない
｡ しかし､ 計量分析さえ使っていれば､ あら

ゆるリサーチ・クエスチョンに対して科学的に厳密で一般性の高い分析が

できるとは限らない｡ 本稿の課題は､ 計量分析が得意とするような､ 因果

関係に関する仮説の検証や因果関係の大きさの推定ではなく､ 因果メカニ

ズムの検証である｡ 前段で述べた問題点が比較的少なく､ 大統領の行動と

議会 (あるいは議員) の反応に関する因果メカニズムを明らかにするため

の最良の方法は､ 事例研究である｡

事例研究を行う上で重要な事柄は､ どの事例を観察するかである｡ なぜ

本稿はエネルギー改革を選択したか｡ それは第
に､ この法案は､ 行政改

革や政治倫理向上と並んで､ カーター政権が最もリソースを注いだ､ 政策
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１ 筆者は､ 点呼投票と立法の生産性の両面において､ 大統領の立法活動の効果に
関する計量分析を行っている (松本��������
��������������
�)｡ 定性的
な研究と定量的な研究の間に優劣をつけることよりも重要なことは､ 双方の分
析から得られた知見の関連性をより深く検討し､ 当該の現象を総体的に理解す
ることであると筆者は考える｡



課題としても政治的な問題としても最重要のアジェンダであったことであ

る｡ 当たり前のことをあえて述べておくと､ 大統領が本腰を入れていない

案件を観察しても､ 大統領の成功と失敗については理解が進まないであろ

う｡

第�に､ エネルギー問題の特質およびそれに対してカーターが提示した

改革案は､ カーターのパーソナリティや政治手法に最もよく合致している

ことである｡ それに対する議会の対応も含めて､ この事例は､ カーター政

権の内政のミクロ・コスモスと位置づけることができる (��������		
�

��
)�｡

第
に､ カーター政権が提示した具体的な改革案には､ 保守的な面とリ

ベラルな面が共存していたことである｡ カーターの提案の中でも､ 課税や

規制を拡大させる部分は､ 保守派にとっては経済活動の自由を妨げるもの

として攻撃の対象であったが､ 他方､ (この法案の最大の争点となった)

天然ガスの価格規制の撤廃や石炭への転換の推進は､ リベラル派にとって

必ずしも喜ばしいものではなかった｡ 議会指導部や一般議員は､ 大統領の

提案の内容に反応するのか､ 提案者である大統領の政党ラヴェルに反応す

るのか､ このようなイデオロギー的に多面性をもつ提案を観察することに

よって､ 判別が容易になる｡

第 
に､ エネルギー政策は､ 本稿の議論にとっては ｢決定的事例｣

(����������	��) に位置づけられることである｡ この時代の連邦議会､

とくに議会民主党に関する通説は､ 党内にイデオロギー的対立や世代間対

立が生じており､ 凝集性が極めて低かったというものである｡ さらに､ エ

ネルギー政策はきわめて選挙区利益に直結するものであり､ 議会は党派的

に行動しづらい｡ そのような事例において､ 議会指導部の政党規律が働い

ている様が観察できれば､ あとは推して知るべし､ であろう｡
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２ ただし､ カーター政権と議会の関係のもう�つの側面である､ 議会主導の立法
と大統領の拒否権については､ 本稿の事例では論じることができない｡ 今後の
課題としたい｡



そして第�に､ このエネルギー改革の事例は､ 複数の観察が入れ子になっ

ていることである｡ 仮説をテストすることを目的に､ ひとつの事例のみを

観察し､ それを一般化することには､ リサーチ・デザインの議論ではよく

知られた､ ���問題が横たわる｡ つまり､ 観察の数 (�) が�つしかな

い場合､ 独立変数にも従属変数にもヴァリエーションがみられないため､

因果関係を検証することは不可能である (キング他��������	
���)｡ こ

れは極めて重要な指摘である｡ しかし､ 次節で明らかにするように､ 議会

指導部や議員の行動や様々な改革案の成否�といった従属変数においても､

そして､ 独立変数である大統領の議会への関わり方においても､ ヴァリエー

ションがみられる｡ つまり､ この事例においては､ ���問題は部分的に

は回避されているものと思われる｡

最後に､ 本章の事例研究が明らかに ｢しない｣ ことについて予め断わっ

ておく｡ 次節で行う事例研究は､ 主に､ 大統領の行動と､ それに対する議

会指導部や議員のリアクションを中心に記述を行う�｡ 法案の内容の変遷

や改革の結果予想される効果といった政策面の記述は､ 議論が煩雑になる

ことを防ぐため､ 必要最小限にとどめる｡ この事例研究の課題は､ 前章で

提示した仮説をテストすることであり､ エネルギー改革自体を知ることで

はない｡ また､ この法案が可決・成立した後に､ 第二次石油危機が発生し

たことによりアメリカのエネルギー問題は再度深刻化するが､ ��
�年代

にはそれが大きく改善する｡ これらのことをとらえて､ 改革が成功であっ

たか否かを論じることもしない｡ 本稿にとっては､ 政策の良し悪しよりも

重要な問題は､ 個別のアクターが､ 何が良い政策であり､ 何が悪い政策と
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３ 前章で述べたように､ 妥協の産物による立法は､ カーターにとっては大きな政
治的失点 (���������
��	) であり､ 支持率の低下や��
�年の再選の失敗に
も影響したといえるが､ 本稿では政治面での成功については主たる論点とはせ
ず､ 成功と失敗は､ 主に立法のスピードや法案の内容といった政策面のみによっ
て判断する｡

４ 次節の事例研究は､ 事実の経過に関しては､ とくにことわりのないかぎり､
�����������	
��	�
��
��
�	�	�の��		年版および��	
年版を参照して
いる｡



みていたかという認識の問題である｡ エネルギー政策を学ぶために本稿を

手に取られた読者にとっては不親切な内容であるが､ 本稿は政策過程を論

じるものであり､ 政策科学や政治経済学の論文ではないことを断わってお

くとともに､ 一般に､ �本の論文で複数のことを論じることは避けるべき

であることを述べておく｡

第�節 事例：国家エネルギー法 (��������	�
��
���) の立法過程

�－�－� 前史

カーターの����年大統領選挙に向けての選挙運動は､ 正式には����年

��月に立候補を表明したことを受け､ 翌����年�月にアイオワ州で始まっ

た (ウッドワード	�


	��
������有馬	�

�	�������)｡ しかし､ カー

ターはそれ以前の��年ごろから､ ジョージア州知事あるいは前知事の肩

書をもって､ 全米中の民主党組織の行事や民主党候補の応援に参加してい

た (オニール	����	�������)｡ その目的は､ 有権者名簿の作成や､ 各地

域の議員や有力者に貸しをつくるなど､ 自らを売り込むことであった｡ 大

統領選挙のいわば事前運動と言ってもよい｡

この事前運動が､ ����年�月に､ 全�
州のトップを切って行われたア

イオワ州の党員集会におけるカーターの圧倒的勝利の伏線であった｡ 全米

的には �����������であっても､ 草の根レヴェルでは既にカーター

の名は知られていたのである｡ カーターは､ つづくニュー・ハンプシャー

州予備選挙でも勝利を収めた｡ アイオワやニュー・ハンプシャーといった､

人口も代議員数も少ない州で勝利したことは､ 全国レヴェルのメディアに

よってサプライズとして取り上げられただけでなく､ そういった小さな州

でも選挙活動の手を抜かなかったとして､ 正直で誠実な候補者として取り

上げられた�｡ その認識は有権者にもおそらくはすぐに浸透し､ その後は

論 説
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５ 現在では､ 大統領候補を選出する代議員の選出が早い日程に行われる州ほど影
響力をもつことができるという認識が広まっており､ そのため､ 各州が競って



苦戦しつつも､ 予備選挙を勝ち抜いた｡

しかし､ 本選挙と予備選挙では､ 有権者が関心をもつポイントも異なれ

ば､ それに応じた候補者の選挙戦略も異なる｡ 予備選挙では複数の候補者

の中から如何に知名度を上げるか､ あるいは如何に本選挙で勝てそうな候

補であるかをアピールすることに主眼が置かれる｡ 他方､ 本選挙は､ 実質

的には共和党候補と民主党候補の�択である｡ 政権運営能力や､ 政策の内

容を含めたあらゆる面が比較の対象とされる｡ ましてやカーターの場合､

相手は現職大統領のフォードであった｡ フォードが､ 職務に専念すること

で政権運営能力をアピールする ｢ローズ・ガーデン戦略｣ を採るのに対し

て､ カーターは､ 大統領に当選して何をするのか､ 明確にしなければなら

ない状況に立たされた｡ 実際､ カーターは指名に必要な代議員を獲得した

あたりから､ メディアや共和党側から ｢ファジーなカーター｣ とレッテル

を貼られるようになった｡ つまり､ 正直で誠実な人間だということはわかっ

たが､ 政治家としてはどのような人間なのかわからないという評価である

(有馬���������)｡

そこで登場してきたのが､ ｢アメリカの限界｣ を訴え､ 一般国民を含む

アメリカ全体の規律を回復させるような一連の政策アイデアであった｡ カー

ターは予備選挙からそうした主張をしてはいたが､ 本選挙でそれをより鮮

明にするようになった｡ このような主張は､ 第�章第�節でみた､ カーター

のパーソナリティである ｢道徳｣ に､ 連邦政府への ｢大きな政府｣ 批判と

いう点では､ ｢南部｣ に整合的であった｡
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日程を早める ｢フロント・ローディング｣ という現象や､ それに対抗して､ 予
備選挙や党員集会を多くの州が同じ日に設定し､ ｢スーパー・チューズデー｣
(���
年大統領選では ｢メガ・チューズデー｣ と呼ばれるまでに拡大した) と
呼ばれる予備選挙の山場を設定する現象が起っている｡ 前嶋 (���	) は､ その
原因を､ ���
年以降に起った代議員の選出過程の民主化と､ メディアの過熱
報道に求めている｡ カーターの選挙スタッフは意図的にアイオワとニュー・ハ
ンプシャーに勢力を集中させていた｡ 言い方を変えれば､ ����年選挙のカー
ターの勝因は､ これまで指摘されている制度や環境 (国民の反ワシントン感情
など) の変化によるものだけでなく､ それにいち早く気づき､ 実行に移したカー
ター陣営の勝利であったといえる｡



エネルギー問題についても､ そのアイデアがひとつの具体的な形をとっ

たもの理解するのが最も自然である｡ ����年の石油危機は､ 一般国民に

とっては既に過去の記憶となっていたが､ 専門家や政治家・官僚の間では､

依然危機意識が共有されていた｡ 中央情報局 (���) や､ マサチューセッ

ツ工科大学の調査研究によれば､ ���	年までには原油需要の逼迫に伴う

エネルギー危機が再発するとの予測や､ 
���年までには世界的な原油不

足に陥るとの見通しが立てられていた (�����������	
��	�
��
��
�	�

�	������
�	)｡ また､ ���	年�
月にフォード政権の下で成立した､ エ

ネルギー政策・省エネルギー法 (������������������������������)

は､ 化石燃料の節約のみを定め､ エネルギー消費の効率性には言及しなかっ

たものであり､ あまり効果が上がらなかった｡ この現状は､ 対立候補のフォー

ドへの批判の材料ともなったし､ カーターが好んだ､ 包括的なアプローチ

の必要性を訴えるにはうってつけであった｡ カーターはこれをとらえて､

エネルギー問題に対して具体的な言及を行い､ ��月のフォードとの第�

回討論でも争点として取り上げたのである｡

本選挙におけるカーター勝利の要因は､ 高い失業率､ テレビ討論の
回

目においてフォードが失敗を犯したこと､ ニクソンに特赦を与えたフォー

ドへの批判､ ニクソンと対象的なカーターへの人柄への評価などであって､

カーターの政策や指導力が評価されたわけではない､ という見方が有力で

ある (有馬�
������
���	 砂田������

��
��)｡ エネルギー問題につい

ても､ それが本選挙での主要な争点であったとは言いづらい｡ 有権者もエ

ネルギー問題を深刻にとらえてもいなかったし､ カーターの具体案にどの

程度理解があったのかは疑わしい｡ しかし､ 本稿の関心は､ それが選挙結

果にどの程度効果をもったかどうかではなく､ カーターが､ ｢ファジー｣

という批判に対してどのように対応したかである｡ 当選後の大統領は､ 程

度の差はあれ､ 選挙戦における主張に拘束される｡ ましてやカーターは､

生真面目で自分にも厳しい､ 有権者との直接的な関係を重視する政治家で

ある｡ それだけに､ 選挙期間中の公約の内容が､ 政権発足後の政権運営の

スタイルや政策の内容を強く拘束したことは想像に難くない｡

論 説
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さらに､ ��月の大統領選挙および連邦議会選挙の結果は､ 大統領就任

後のカーターの政権運営に対していくつかの重要な制約を課した｡ まず､

大統領選挙の結果は､ 選挙人の数で���人対���人､ 得票率で����パー

セント対�	��パーセントと､ きわめて接戦であった｡ 加えて投票率は��

パーセントと､ 当時の過去最低を更新した (砂田
����
���)｡ この結果

では､ カーターは有権者の負託を得たとも､ 議会民主党に対して貸しを作っ

たとも､ とてもいえなかった｡ むしろカーターが議会に対して得たのは

｢貸し｣ ではなく ｢借り｣ であった (���

����
�����)｡ 詳細な開票結果

をみると､ カーターの票や選挙人は､ 南部と北東部に偏る傾向にあったし､

本選挙では､ アウトサイダーであることよりも､ 従来の各地方党組織の幹

部や労働組合による積極的な民主党票の掘り起こしが勝利に貢献した (砂

田
����
���)｡ 南部はともかく､ そういった旧来のニューディール・リ

ベラルの勢力は､ カーターが攻撃の対象としていたものであった｡ その貸

しに対して政権発足後のカーターが応えないことが､ 後の議会民主党との

不和の伏線であった｡ 以上のような選挙結果を所与とすれば､ 政権発足後

のカーターが内政アジェンダを実現させるには､ 選挙の強さ以外のリソー

スを探す必要があった｡ しかし議会との関係は希薄であり､ 困難は容易に

想像できた (����

��		
��)｡ これが､ 政権発足後に､ 主に一般国民へ

の訴えかけに終始した一因であるといえる｡

以上の大統領就任以前のエネルギー改革の動向は､ 以下のように要約で

きる｡ まず､ カーターの道徳的なパーソナリティ・南部ポピュリスト的な

政治戦略・フォードとの対立軸の関連において､ 節制を中心とする包括的

なエネルギー改革が浮上したことは必然であった｡ 同時に､ それを議会に

おいて成立させるには､ 両院の多数派を民主党が占めていたとはいえ､ 議

会民主党のメンバー構成・カーターの当選の仕方､ そして､ 選挙期間中に

行った主張といった様々な制約が､ 就任以前の段階で既に課されていたの

である｡
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�－�－� カーター政権の提案

カーター自身も､ エネルギー問題は����年選挙においてそれほど話題

にならず､ 有権者の関心が高くないことを認識していた (カーター������

�	�
��
�����������)｡ そこでまずカーターが行ったのは､ 一般国民に

対して､ ことの深刻さを知らしめることであった｡

����年�月��日の大統領就任演説において､ カーターは､

����������
��������������
��
��������������������������


��� ����!����
���������� 
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 ����#��������%�����������&

(日本語訳：我々は､ ｢より多いこと｣ が､ ｢より良いこと｣ を必ずし

も意味しないことや､ 我々のような大国にも限界があること､ そして､

すべての問いに答えることも､ すべての問題を解くこともできないこ

とを学んだ｡ 我々は､ 全てを行うこともできなければ､ 未来に適うよ

うな大胆さを失うことも出来ない｡ したがって､ 個人の犠牲心と公の

利益を旨に､ 我々は単に､ ベストを尽くさなければならない) (訳語

は筆者)｡

と述べ､ 来たる+年間の潜在的な課題が､ ｢アメリカの限界｣ との闘いで

あるとの認識を示した (カーター������+�)+�)｡

エネルギー問題に対する世論の関心は､ カーターの有権者向けのアピー

ルではなく､ カーターが予期しない要因によって一時的に高まった｡ この

冬は記録的な寒波が到来し､ 北東部においてエネルギー資源の需要が逼迫

したことにより､ 学校や工場の休業が相次いだのである｡ カーターは､ 議

会に対して､ 州間の天然ガスの配分を行う非常権限を大統領に与える法律

の制定を要求し､ それを定めた緊急天然ガス法 (,��� �
��!������

-��.��) が､ �月�日に成立した｡ さらに､ 翌�月�日､ カーターは､
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フランクリン・ルーズヴェルト (���������		
����
) に倣って､ ｢炉辺

談話｣ と称した一般国民へのテレビ演説を行った｡ そこでカーターは､ ア

メリカ国民に対してエネルギーの節約を訴えるとともに､ エネルギー省の

創設を公表した (��������������)｡ その後もカーターは､ ホワイト・ハ

ウスや全米各所で公開の討論会を開き､ エネルギー法案の重要性を一般国

民に対して訴え続けた｡ そこには､ 一般国民の関心を継続させることで､

選挙区民を通じて議員をうごかし､ ロビイストに対抗する意図があった

(カーター�������������)｡

ところが､ 緊急天然ガス法が早期に成立したことが､ 議会を知らないカー

ターに対して､ 立法や世論について甘い見通しを与える格好になってしまっ

た｡ カーターは､ 政権発足日から数えて��日以内にエネルギー計画を策

定し､ 議会に送付することを明らかにしたのである｡ 後述するように､ ��

日という期限には明らかに無理があった｡

政権内では､ 政権発足直後から､ 改革案を練る作業が行われていた｡ カー

ター政権の案の作成のスタイルは､ エネルギー担当補佐官であり､ エネル

ギー省発足後は同省の長官に就いた､ ジェームズ・シュレジンジャー

(����
�����
�����) に丸投げするものであった｡ シュレジンジャーは､

元々は経済学者であり､ ニクソン政権において原子力委員会 (�
	���

������ 	���

�	�) の委員長を務めていたことから (後に国防長官)､

この分野の専門家であった｡ カーターの当初の政権運営の意図は､ 内閣機

能の強化であり (!��
������"#)､ 専門家を据えることと併せて ｢議院

内閣制｣ 的な政策立案を目指したものと考えられる｡ 他方､ シュレジンジャー

は､ その尊大な態度を理由に､ フォード政権の国防長官を更迭されたこと

もあり (後にカーターからも同じ理由で更迭される)､ 調整能力には疑問

符がつけられていた｡ 加えて､ カーターが､ ��日という期限を守ること

を厳命したため､ 政策案の作成に従事したタスク・フォース (多くは経済

学者からなる) は､ 内に籠って個別に案を作成せざるをえず､ 他の部署と

は勿論､ タスク・フォースのメンバー内の意思疎通を十分に行う余裕がな

かった｡ 財務省などの既存の省庁からは､ 相談がないことへの不信感すら

分極化時代初期のアメリカ大統領と連邦議会の関係 (二)
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漏れていた｡ 勿論､ 議会の主要メンバーに対しても十分な相談は為されな

かった｡ シュレジンジャーを中心に作成された案は極めて複雑であり､ 最

初にカーターに提出された案に対しては､ カーター本人ですら ｢複雑すぎ

る｣ と不平を漏らすほどのものであった (カーター�������������)｡ さ

らに､ その複雑な案の全貌を理解し､ 案の内容をめぐって議会と話をする

ことができたのは､ シュレジンジャー以外には誰もいなかったという｡ つ

まり､ 議院内閣制のような立法過程を目指したカーターの意図は､ そもそ

も政権内においてすら実現されていなかったのである｡

カーターがエネルギー改革への姿勢を最も強く示したのは､ 政権案がま

とまったことを受けて	月��日にカーターが行った､ テレビ向け演説で

あった｡ カーターは､


��
���������������������������������������������������

��������
��������������� ����
�����
���!�����������"���#

$���
�����������������������%������&��"����������%－�'����

�����������������������������������
��
���
������#

(日本語訳：われわれのエネルギーに関する決定は､ アメリカ人の特

性､ そして大統領と議会の統治能力を試すものである｡ この困難な努

力は､ 物事を破壊するためではなく建設するために我々が団結すると

いう点を除き､ ｢倫理的には戦争に等しい｣ ものである) (訳語は筆者)

と述べ､ エネルギー問題を ｢倫理的には戦争にも等しい｣ 問題と位置づけ

たのである｡ この演説は､ 後に､ %(����)&��"�������*��(()
*)

+�����%と呼ばれることになる｡

この段階においても､ カーターは､ この目的を果たすために､ 議会と血

みどろの闘いをしなければならないことを認識していなかったと､ 後に述

懐している (カーター�������,-)｡ 同じく､ 下院議長のオニール (�����

	���	��) は､ こう述べている｡
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演説の後で､ 私は大統領に成功を祝いにいった｡ 『すばらしい演説

でしたよ』 と私は言った｡ ｢ここにある議員たちに電話をかけてくだ

さい｡ この連中に賛成投票をしてもらわなくてはならないんです｣

｢いらない｣ と大統領は答えた｡ ｢私は理性的に国民に訴えたのだ｡

国民は私が正しいことがわかるはずだ｣

私はカーターをひっぱたいてやりたい思いだった｡ 相変わらずジョー

ジア州議会とやり合っているつもりなのだろうか？

議会における立法が実質的に始まったのは､ この演説から�日後・政権

発足からちょうど��日目にあたる�月��日である｡ その日､ カーターは

議会に出向き､ 上下両院合同本会議で政権案を提示した｡ 政権案の目的は､

外国からの原油の輸入を減少させることであった｡ そのための手段は極め

て明快なものであり､ 主に､ 原油と天然ガスの消費の抑制・石炭などの代

替燃料の推進・国内の原油と天然ガス資源の開発､ などであった｡ ところ

がそれを実現させるための具体的な方策は､ 多様な課税や優遇措置や規制

からなり､ 全部で���個にもおよぶ､ 相互に関連する提案であった｡ カー

ターは､ 議会がそれらを分けて別々に通過させるのではなく､ 包括的に審

議することを求めた (��	
����

���
)｡

すべての提案の内容を説明することは紙幅の都合上不可能であるので､

ここでは､ 最後まで紛糾した天然ガスの問題 (およびそれに関連する石油

の問題) のみを紹介する｡ 当時のアメリカでは､ ����年以降､ 州間の天

然ガスの取引価格は､ ���万平方フィートあたり����ドルという､ 現状

にそぐわない低価格に設定されていた｡ 他方､ 州内の取引には連邦政府の

権限は及んでいなかった｡ そのため､ ガス会社は高値で売買できる州内の

取引を優先し､ ガスを産出しない州への供給が滞っていたのである｡ この

現状に対する政権の案は､ 連邦政府の価格規制を州内の取引にも拡大させ

ることや､ 新たに発見・採掘される天然ガスの取引価格を石油のそれと同

じ､ または���万平方フィートあたり����ドルとすることなど､ 連邦政

府の権限強化と価格の上昇を目指したものであった｡
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ガス業界は政権案に反対であった｡ 石油業界や､ (石油を燃料とする)

自動車業界にとっても､ 天然ガスの扱いが先例となって､ 同じような規制

がいずれ石油にも及ぶことが考えられたため､ 政権案には反対であった｡

代わりにこれら業界が主張したのは､ 規制の完全な撤廃であった｡ カーター

も����年の選挙戦のころから､ 価格規制の緩和には一定の理解を示して

いた｡ しかし､ 石油や天然ガスの急激な規制緩和は､ 供給量の拡大につな

がらないことや､ 石油の価格規制を現段階で撤廃すれば､ 石油輸出国機構

(����) が設定するような高額で取引されることになり､ それが天然ガ

スの価格にも及ぶこと､ そしてそれが石油会社やガス会社に超過利潤を与

えるとして反対の立場であった (	
���
���������)｡

カーターの提案に対する議員の反応は､ 上下両院とも､ 党派・選挙区事

情・シニオリティを問わず批判的であった｡ 批判の内容は主に�点である｡

ひとつは法案の内容に関するものであり､ すべての議員が､ さまざまな理

由で不満をもつ法案であったことである｡ カーターは国益を前提として考

えており､ 政権案も､ 国民に公正な負担を強いるということを強調するよ

う配慮していた (カーター���������)｡ 他方､ エネルギー問題はすぐれ

てローカルな課題である｡ カーターの案は､ 長期的でポジティヴな改革よ

りも短期的でネガティヴな改革の方に敏感に反応する議員には､ 選挙区民

がそれを受け入れない限りは､ 賛同できるものではなかった｡ イデオロギー

的には､ 保守派はあらゆる規制の拡大に反対であった｡ リベラル派はエネ

ルギー税には賛成であったが､ よりラディカルな法案を求めていたし､ の

ちに政権が妥協案として認めた天然ガスの価格規制の段階的な撤廃には強

い反対を示した｡ 選挙区事情の面からみても､ たとえば､ テキサス・オク

ラホマ・ルイジアナ・アラスカなど石油・天然ガス生産州選出の議員は､

規制緩和には賛成したが､ 課税には反対であった｡ 石炭産出州である､ ケ

ンタッキー・ウェストヴァージニア・ペンシルヴァニア州の議員は石炭の

エネルギー源としての生産の拡大には賛成であったが､ 環境保護論者は反

対であった (�����������)｡

議員たちのもうひとつの不満は､ 政権から事前に相談がなく､ しかも議
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会に案を出す前に一般国民への演説を行ったことであった (��������		�

�
�)｡ しかもカーターは､ これから�月の休会明けまでの間､ 議会に対し

て具体的なアクションを起こすことはなかった｡ 政権の初期にカーターが

目指していたのは議院内閣制のような立法過程であった｡ それが故に､ カー

ターは､ 議会､ とくに自らの党である民主党は､ 大統領の案に沿って粛々

と法案を審議するのが当たり前のことのように思っていた節があり､ カー

ターは議会を小馬鹿にしているとの認識が議会関係者の間に広まるように

なった (�

���������)｡

議員の背後にいる各種の利益団体も､ 立場やイデオロギーを問わず､ お

しなべて反対の立場を表明した｡ 最初に強い反対を表明したのは､ ラルフ・

ネーダー (�
����
���) をはじめとする消費者団体や､ 労働組合・消費

者団体・環境保護団体といったリベラル陣営であった｡ 彼らは､ リベラル

な立場から､ 改革が中途半端であることに異議を唱えたり､ 環境保護の立

場から､ 石炭の使用の拡大に反対したりしていた｡ 他方､ より強力な団体

は､ 石油会社・天然ガス会社・自動車メーカー等､ 製造者側の団体であっ

た｡ それぞれ､ 自らの業界に直に影響をもつ部分に反対することは勿論で

あったが､ 節約に偏重し､ 国内の資源の開発を軽視していることが大きな

反対理由であった｡ つまり､ カーターの改革案は､ 生産者およびその団体

に対しては､ 飴と鞭のバランスが悪いものであった｡ カーターも､ 元々不

人気な政策であることは認識していたし､ 反ワシントンという観点からす

れば､ そもそも利益団体と最初から融和的な姿勢を見せることは考慮の対

象外であった｡

したがって､ カーターにとっての生命線は高い支持率であり､ それを梃

子とした世論への訴えかけであった｡ 政権発足から
月までのカーター政

権の支持率は､ 一貫して ��パーセントを超えており､ 
月 �	日の

����演説も概ね好意的に受け止められていた｡ しかし､ 一般国民に対

しても､ 具体的な改革案は､ 閣議の情報がメディアを通じて漏れていた以

外はほとんど知らされていなかった (�

���������)｡ つまり､ 個別の

改革案をめぐって反対する利益団体からの反論を許す余地は十分に大きかっ
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たのである｡

�－�－� 下院における政権案の通過

大統領の演説を法律の条文の体裁に変換した文書は､ ��日に議会に送

付され､ それを�月�日にジム・ライト (��� �	�
��
民主党・テキサ

ス州選出) 院内総務が�本の法案 (��������) を下院に提出する形で､

形式的にも立法が始まった�｡

下院における民主党の議席数は���であり､ 大統領の拒否権をも覆す､

�分の�以上の特別多数を擁していた｡ 上院は��であり､ こちらもフィ

リバスターを覆すだけの数をもっていた (ただしこの頃のフィリバスター

は､ 党派的な対立のためよりも､ 個別の議員独自の判断で行使されること

が主流であった)｡ つまり､ 上下両院ともに､ 民主党議員の大半が賛成に

回りさえすれば､ 共和党議員の動向はさほど問題とならない状況であった｡

ところが､ この頃の下院の情勢は､ 民主党が����年以来続いていた多

数党の地位を維持していたものの､ 少なくとも分極化が進行している

����年代現在よりは一枚岩ではなかった｡ 従来のリベラルな北部民主党

と保守的な南部民主党の対立は勿論のこと､ さらにこの時期の下院では､

ウォーターゲート・ベイビーと呼ばれる����年初当選組や､ それよりは

数は少ないが����年初当選組の存在感が大きくなっていた｡ 彼らは､ 独

自で選挙資金を集めるなど独立心が強く､ 政党規律に従わないばかりか､

党組織やシニオリティ・システムに対する不信感すら有していた｡ 彼らが

要求した議会改革により､ 下院には���の小委員会が登場しており､ いく

つかの小委員長ポストを得て､ そこを拠点に政策企業家的に振る舞う議員

も登場していた (������������)｡ これをとらえて､ ����年代の議会民

主党は政党規律が最も緩んでいたという見方が通説である｡ (��
��砂田�

��������)｡ この年からそれぞれ昇格していたオニール議長や､ ライト院

論 説
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内総務にとっては､ 古参の委員長だけでなく､ ウォーターゲート・ベイビー

や､ これまでよりさらに保守的な南部選出議員の集団であるボル・ウィー

ヴィルズをどう扱うかは頭の痛い問題であった｡

しかし､ 本稿の主張は通説とは異なり､ 下院指導部は､ この時期には十

分に強い権限を有しており､ この事例においては､ それが有効に機能した､

というものである｡ 下院指導部は､ そうした断片化した議員たちを上手く

懐柔することに成功した｡ その手段は､ 既存の委員会を尊重しつつ､ それ

とは別に新たな組織をつくることであった｡ それが可能であった最大の理

由は､ ����年に行われた､ 議長に法案の複数付託を認めることを定めた

下院民主党の規則改正であった｡ さらに､ その権限の行使に対して大きな

反発が起こらなかった理由は､ 他ならぬ､ 政権側の議会対策が稚拙でしか

も議会への介入を行わなかったことであり､ しかも政権が提出した法案が

極めて膨大で複雑であったことにあった｡ 誰かがまとめ役に徹しない限り､

法案の審議は収拾がつかず､ 他の法案の審議にも影響が及ぶことは明白で

あった｡ オニールも､ 政権案が届くや否や､ 量があまりにも多く複雑であっ

たことに頭を抱えた｡ 通常通りの議事手続にのっとれば､ 政権案は��に

もおよぶ委員会や小委員会で別々に審議されるものであった｡ オニールは､

現行の組織を変えなければ､ この法案をそのまま可決させることは不可能

であると判断するに至り､ かねてより表明していた､ 緊急避難的に組織を

改編することを提示した｡ 共和党のジョン・ローズ (�����	
����
�共

和党・アリゾナ州選出) 院内総務も､ その方針に理解を示したことにより､

それを実行に移した｡ 組織改編と併せて､ 法案の審議に期限を区切ること

も認められた｡ オニールにとっては､ 自らのヴェテラン議員としてのキャ

リアと政権側の経験の浅さを理由に､ 民主党議員に対して､ 新しい大統領

を支えることを主張できたのである (����
�������������)｡

オニールが採用した具体的な方策は､ エネルギー問題に関する特別委員

会 (��������������) を組織し､ 各委員会で可決された案をここで一

本化する､ というものであった｡ 政権案は､ 部分ごとに�つの主要な常任

委員会に付託され､ 常任委員会は､ オニールによって設定された期限であ

分極化時代初期のアメリカ大統領と連邦議会の関係 (二)
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る�月��日までに審議・修正・承認を行い､ それが臨時委員会に送られ

て､ 全体の調整を経たうえで本会議に進むことになった｡ こうすることで､

政権案が細かく分けられて審議に時間を費やすことも､ 特別委員会がすべ

ての権限を握って既存の委員会や委員の顔をつぶすことも回避されたので

ある (オニール�������������)｡

この委員会のメンバー�	人の人選は､ オニールによって行われた｡ 民

主党から
�人・共和党から��人が選ばれた｡ 委員長には､ オニールとほ

ぼ同期でヴェテランの､ トーマス・｢ラッド｣・アシュレイ議員 (��
���

��������������民主党・オハイオ州選出) が任命された｡ アシュレイ

はエネルギーに関する知識や利害関係がなく､ 公平な部外者として参加す

ることが期待された (オニール���������)｡ ラッドの仕事ぶりは､ 公正

無私で､ しかも既存の委員会との調整を怠らなかった｡ 他方､ 他の委員は､

選挙区に利害関係をもつ議員の立候補を受け入れたり､ 保守的な大物議員

を取り込んだりといった､ 民主党内の政治的思惑に基づいて選ばれた｡ こ

れは､ こうした議員を特別委員会のメンバーに加えることによって､ 本会

議での反対票を減らす思惑であった｡ ただし､ 明らかに政権案と対決的な

姿勢を示す議員はメンバーから除外された｡ たとえば､ ウォーターゲート・

ベイビーの急先鋒であったボブ・クリューガー (�
����� ���民主党・

テキサス州選出) は､ 初当選直後からエネルギー・商業委員会に所属し､

ガス業界の立場に沿った活動を積極的に行っていたが､ 指導部の反感を買っ

たため､ エネルギー特別委員会のメンバーに加わることが認められなかっ

た｡ また､ この特別委員会に選ばれたメンバーに対してオニールは､ 自ら

志願して委員に加わったことを持ち出して､ 選挙区には不人気なものであっ

ても法案を通すよう強い圧力をかけた (オニール��������!)｡

そして､ 特別委員会が集約した法案は､ オニールの意向で､ 包括法案と

して本会議に提出され ("�#�����)､ 本会議で一括審議・採決を行うこと

となった｡ また､ オニールが下院規則委員会に圧力をかけた結果､ 本会議

での修正案の提出は部分的にしか認められないこととなった｡ そのわずか

な､ 天然ガスやガソリン税などに関する修正案は､ すべて反対多数で否決
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された｡ そしてこの法案は､ �月�日に､ 下院本会議で､ ���対���(共

和党：������	民主党：�����
) で可決された｡ その内容は､ ガソリン税

の増税と､ 高燃費車に対する課税の低燃費車への還元の�点のみ､ 委員会

や特別委員会の段階で粛々と廃案にされ､ 公益事業や製造業向けの原油・

天然ガスへの増税幅をカーター案より小幅にした以外は､ 政権案の通りの

ものであった｡

下院共和党は､ 議事手続の面からみれば､ 民主党指導部に協力的であっ

た｡ ただし､ 共和党指導部は､ 特別委員会を編成することは容認したが､

その人選をオニールが行ったことについては､ オニールはカーターの手先

であるとして､ 多くの共和党議員が不快感を示した｡ このことが､ 最終的

な点呼投票において大半の共和党議員が反対に回ることや､ 翌��年に､

民主党議員からの離反を補うだけの共和党議員からの支持が十分に得られ

なかったことにつながったといえる｡

�－�－� カーターの立法活動：議会との対立・盛り上がらない世論

ここまではほぼカーターの思惑通りに事が運んでいた｡ しかし､ この下

院での迅速な審議と政権案の成立が､ つづく上院での審議に際してカーター

を油断させた面は否めなかった｡ そもそも､ この時期のカーターは､ 政権

案を粛々と通すことが正しい議会の在り方であり､ 大統領は世論と対話す

ることが仕事であると考えていた｡

����年の段階において､ カーター政権と議会との関わり合いは､ 極め

て敵対的､ あるいは控え目にいっても疎遠であった｡ カーターの議会対策

は､ 議会担当補佐官のフランク・ムーア (�
������
�) に丸投げであっ

た (�����������������
�)｡ ムーアもまた､ ジョージア・マフィアの

一員であり､ カーターにしてみれば全幅の信頼を置く仲間であったが､ そ

れでは議会対策は上手く行かなかった｡ ムーアもとくに政権初期にはワシ

ントン政治を知らず､ その仕事ぶりはとくに初期においては褒められたも

のでなかった｡ しかもムーアは､ 他の補佐官たちの議会への敵対的な態度

にも悩まされていた (�������������
)｡ 政権側の議会対策は､ 組織面に
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おいても問題を抱えていた｡ ホワイト・ハウス内のリエゾン・スタッフは､

ジョンソン政権のそれのような､ 省庁ごとに組織されたものではなかった

(��������	��
��)｡ このことが､ 政権と省庁との調整がうまく行かない

一因となった｡ リエゾン・スタッフの頼みの綱は､ 大統領とのつながりで

ある｡ しかしムーアは議会よりも大統領の方を向いていたし､ それに対す

る省庁側リエゾン・スタッフの不満も強かった｡ ムーア直属のスタッフも､

カーターと直接話をすることがあまり出来ず､ その距離感に不満を抱いて

いた (��������	��
�
)｡

議会への直接的な接触のもうひとつの方法は､ 大統領が直に議員にアプ

ローチすることである｡ しかし､ ｢議員は相談されることを好む｣ という

ことに､ カーターは気づいていたが､ それによって議員を満足させること

を諦めてさえいた (カーター����
��
�)｡ カーターは当初､ 後述する､

最も抵抗していたリベラル派上院議員
人への接触すら行わなかったので

ある (�����������	
��	�
��
��
�	�	���		�	
�)｡

さらに､ カーター政権の生命線である一般国民向けへのアピールが奏功

していないことが､ 夏ごろから明らかになった｡ 政権発足当初は､ 一般国

民の不満は主に石油会社に対するものであった (�������������	�)｡ ま

た､ 政権案が発表された直後は､ その内容に対しては概ね好意的であった

(�������������	�)｡ 他方､ ギャラップ社の調査によれば､ エネルギー

問題を深刻な問題と考えていない回答者の割合は､ 常に�割を超えていた

(�������������	�) し､ そうした懐疑的な声は�月ごろには本格化する

に至った｡ (�������������	�) あるいは､ エネルギー法案は､ 単に石油

会社が価格をつり上げるための口実にすぎないとの見方もあった

(������������������	�������
�����	)｡ 加えて､ 政権の最初の段階に

おける一般国民へのアピールが､ 案自体はともかく､ そのレトリックが激

しかったことが､ 抵抗する石油ロビーなどを煽ってしまった｡ 石油会社・

ガス会社・自動車会社のロビーは､ �月ごろからエネルギー改革は価格規

制の撤廃のみで十分とするキャンペーンを本格化させたのである｡ 重要な

ことは､ いずれの団体も天然ガスの問題に最も注力したことである｡ その
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理由は､ ひとつは､ 元来カーターが重視していた､ 原油に対する課税がす

でに下院で廃案になっていたことであり､ もうひとつは､ 石油の州間取引

も､ 天然ガスのそれと同じようなルールであったことから､ 天然ガスが石

油の先例になることを懸念したためであった (カーター���������)｡

カーターがこうしたロビー活動を許し､ 世論の政権案への支持が拡大し

なかった理由は複合的であるが､ すべてに共通していえることは､ タイミ

ングの問題である｡ 下院の場合は､ 審議が迅速であったために反対派が有

効にロビー活動を行うことができなかったのが､ 上院においては､ 速やか

に可決・成立させる機会を逸したため､ そうではなかった (��	
�������

��
)｡ まず､ 下院を通過してすぐに議会は夏季休会に入り､ そこから�か

月間が空いたことによって早期成立の機運が削がれた｡ そして休会明けは､

バート・ランス (�
����	�
) 行政管理予算局長のスキャンダルの発覚

により､ エネルギー法案どころではなくなった｡ 審議が夏場に入り､ 暖か

くなったことも有権者のエネルギー問題への関心が低下する一因であった｡

�－�－� 上院と両院協議会での反発

�月�日の下院での可決と夏季休会を経て､ 審議の焦点は上院に移った｡

ここでカーターの政権案の成立は大きく難航した｡ その潜在的な理由は､

前項で述べたように､ カーターやこの法案への有権者の支持が振るわず､

改革へのモメンタムを失ったことであるが､ より直接的な理由は､ 上院で

の審議それ自体に求められる｡

上院議員は､ 下院議員よりも選挙区が広く､ �人の議員が複数の委員会

に所属することから､ 下院議員よりは､ 特殊利益ではなくより広い観点か

ら行動することが､ 議会政治の常である｡ しかし､ 本稿の事例にかぎって

言えば､ 下院よりも上院の方が､ 個別の議員の選挙区事情が強く審議に反

映された｡ その理由は様々である｡ 上院の委員会は下院のそれよりも､ 消

費者ではなく業界の方を向いていたことや､ また､ 上院のエネルギー・天

然資源委員会は､ 内政委員会を改組して��年に発足したものであり､ 妥

協をすることにも慣れていなかったことなどが指摘できる｡
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その中で､ 本稿の議論にとって重要な理由は､ 元来上院は､ 下院よりも

個々の議員の自由を許容する傾向が強く､ また下院と違って､ 党指導部の

権限を強化するような改革は行われていなかったことによる｡ 下院におけ

るオニールと同じく､ ロバート・バード (���������	
民主党・ウェス

トヴァージニア州選出) 院内総務も､ 政権案の成立に協力する姿勢を早々

と表明し､ 下院案の成立の直後､ エネルギー以外のアジェンダを扱わない

ようにさせ､ エネルギー問題に集中できる体制を整えた｡ ただし､ バード

は下院のように強権を振るうところまでは行なわなかった｡ バードの言葉

を引用すれば､ バードの方針は ｢議会の思い通りに仕事をさせる｣ ために

環境を整えることであった｡ バードも､ オニールと同じく､ 政権案には難

色を示していたし､ カーターの議会への関わり方にも､ 政権発足当初から

批判的であった (�������
������
�カーター�
����
��)｡ ただ､ バード

の真意がどのようなものであれ､ 院内総務には下院議長のような強い権限

は与えられておらず､ 下院で可決・成立したオムニバス法案を､ 石炭､ 学

校・病院における省エネ､ 家庭・自動車・産業等の省エネ､ 天然ガス､ エ

ネルギー税の�つの法案として別々に提出・審議することを選択せざるを

得なかった｡

このように法案が分けられたことが､ 委員長の権限の行使による議事進

行の遅滞につながった｡ �つの法案は､ �つの委員会､ すなわち､ ラッセ

ル・ロング (�������������
民主党・ルイジアナ州選出) 委員長率い

る財政委員会と､ ヘンリー・｢スクープ｣・ジャクソン (�������

������� !�"���
民主党・ワシントン州選出) 委員長率いるエネルギー・

天然資源委員会に付託された｡ カーターは､ �人とも自分がもっている立

法上の権限に他人が介入することを許さない性格の持ち主であることを知っ

ており､ そのため､ 個人的な摩擦が生じることは覚悟していた (カーター�


����
#�)｡

このように個別の議員が障害になっている場合は､ 大統領あるいは政権

関係者が､ その議員に対して直に交渉をすることが有効であるはずである｡

上院におけるキー・パーソンは､ 明らかにロングであった｡ 実際､ カーター
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は､ 法案が通るか通らないかはロングの出方次第であることは認識してい

たし､ ロングとは�月以降､ 度々面会を行い､ 天然ガス問題と課税の問題

における両者の相違を埋める努力を行っていた (����������	�
��)｡ し

かしカーターの見通しは甘いものであった｡ ロングは､ カーターとの交渉

の中では､ ｢他の議員の動向は知らない｣ と述べる一方で､ 石油産出州選

出の他の議員たちとともに､ 政権案をつぶし､ 代わりに石油ロビーの意に

沿った案の成立を伺っていたのである (カーター����
���	����)｡ つま

り問題は石油業界をはじめとするビジネス・ロビーであり､ それを代表す

る個別の議員であったが､ カーターがそれらを個別に懐柔するような努力

は､ ����年の段階においては行わなかった｡ カーターにとって､ あくま

でも特殊利益はワシントンを体現するものであり､ 敵であった｡

エネルギー・天然資源委員会では､ ほぼすべての法案が､ 政権案に近い

形で承認され､ 本会議に進んだ｡ 唯一の例外は天然ガスの価格規制の問題

であり､ 委員会での投票が�対�に分かれたため､ 賛成の勧告を付さずに

本会議に報告された�｡ 他方､ 財政委員会は､ 政権案を全て否決した後､

石油ロビーの意向に沿った､ 政権案とは大幅に内容の異なる法案を作成・

承認させ､ 本会議へと進んだ｡ これに対してカーターは､ 財政委員会でエ

ネルギー税に関する政権案が否決されたことを受け､ ��月�	日にこの年

�回目のテレビ向け記者会見を行った｡ そこでカーターは､ ｢石油危機が

迫っている中で､ 石油会社が不当な利益を貪っている｣ (�����������	


��	�
��
��
�	�	����������) と述べて利益団体を批判した｡ 政権と利

益団体､ さらには上院議員の間の対立は先鋭化した｡ 両者の間に立たされ

る上院､ とくに民主党指導部は､ 難しい立場に立たされる形となった｡

上院民主党内では､ 政権案に近い議員 (バード・ジャクソンなど) と､

政権案を支持しない保守派 (ロングなど)､ そして､ エドワード・ ｢テッ

分極化時代初期のアメリカ大統領と連邦議会の関係 (二)
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ド｣・ケネディ (���������	
���
��
�
�民主党・マサチューセッツ

州選出) や､ バーチ・バイ (�������
��民主党・インディアナ州選出)

といった大物リベラル派の三つ巴の争いであった｡ 石油ロビーを中心とす

る反対派の団体は､ 民主党内のリベラルな議員との連携を図っていた｡ リ

ベラル派が政権案に反対する理由は､ 主に天然ガスの価格規制の緩和に対

するものであり､ この点では完全な自由化を目指すビジネス・ロビーとは

異なる立場であったが､ 政権案を廃案または修正に追い込むという点では

利害が一致していた｡

この対立が審議の長期化にまで至った理由は､ 委員長の権限が強く､ し

かも､ 財政委員会とエネルギー・天然資源委員会が異なる法案を可決させ

ていたことである｡ 財政委員長のロングの選挙区であるルイジアナ州は､

アメリカにおける石油産業および天然ガス産業の中心地であった｡ 他方ジャ

クソンは､ カーターとは個人的に不仲であった｡ ジャクソンは��年大統

領選挙でカーターと争った立場であったし､ ジャクソンは環境保護に熱心

であると同時に原子力の導入に積極的であったため､ 石炭の利用に積極的

で原子力に抑制的であったカーターとは､ この点で相容れなかった｡ カー

ターは､ 民主党上院議員の進言を受け､ ロングとジャクソンの�人をホワ

イト・ハウスに呼んで調停を試みた｡ ことの発端は天然ガスであったが､

両者の間には､ 審議の主導権をどちらの委員会が握るかをめぐって､ 感情

的な争いにまで発展していた｡ 提案の内容については､ ジャクソン案の方

が政権案に近かった｡ 他方､ カーターは､ ロングについては個人的な関係

は良好としながらも､ ジャクソンに対しては ｢最悪｣ と表現している｡ ロ

ングは､ 本会議でジャクソン修正案が通ったら原案を委員会に再付託する

と言い､ ジャクソンは､ 自分の修正案が否決されたら原案を委員会に再付

託すると主張した (カーター������������)｡ 激しいやりとりの結果､ 上

院本会議で審議する法案をロングの財政委員会の案で一本化すること､ お

よび､ 両院協議会において下院と合意・修正された案を上院本会議で再度

審議することで話し合いがつけられた｡

こうして審議は本会議に移った｡ 上院では､ 本会議においても委員会の
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メンバーが議事の遅滞を中心とする手段に訴えることは下院よりは可能で

あったし､ 仮に指導部が裁量の範囲内で法案の通過を強行したところで､

それが強権的だとの批判を受けるのは当然であった｡ 最も紛糾したのは､

ここでも天然ガスの問題であった｡ リベラル派のハワード・メッツェンバ

ウム (��������	
����
��民主党・オハイオ州選出) や､ ジェームズ・

アバレスク (��������
��
��民主党・サウスダコタ州選出) が､ ケネ

ディやバイの意を受け､ 天然ガス関連の法案を対象に､ �月下旬からフィ

リバスターの行使に及んだ｡ 彼らが行使した手段は､ クローチャー (フィ

リバスターを打ち切る動議) が可決されても､ それ以前に出されていた定

足数確認の動議や修正案に対しては適用されないという､ 制度の抜け穴を

突くものであった (�����������	
��	�
��
��
�	�	����������)｡ そ

の後､ ジャクソンが､ 政権案をベースとしつつも､ 取引価格の上限をより

現状に近いものに和らげ､ 価格規制の撤廃を除外した案を提示し､ その案

によって､ ロング案の可決を目指していたバードと妥協したことによって､

メッツェンバウムとアバレスクは､ フィリバスターを終えることを�月

��日に表明した｡

この妥協に対する共和党議員からの批判は強く､ また､ このころの上院

の指導部は､ わずかな数の議員による議事進行の遅延行為に悩まされてい

た｡ バードは､ ハワード・ベイカー (������������共和党・テネシー

州選出) 共和党院内総務とともに､ 特別委員会を組織し､ このようなクロー

チャー後のフィリバスターを制限する提案�を行うよう指示した (����

��������	
��	�
��
��
�	�	��������)｡ これに基づき､ ��月�日に､

バードが本会議において強権的な態度に転じ､ クローチャーに従うことと､

あらゆる修正案の審議は議事手続に反する遅延行為に該当すると主張した｡

議長を務めていたウォルター・｢フリッツ｣・モンデール (���	�� !

" �#	
"�������) 副大統領はこれに合意し､ この時アバレスクが求めて

分極化時代初期のアメリカ大統領と連邦議会の関係 (二)
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いた定足数の確認を否決させた｡ 副大統領が上院本会議の議事を司ること

は憲法に定められている権限であるが､ その権限を､ しかも､ 政治的に紛

糾している事案の審議を巡って行使することは希なことである｡ 上院民主

党議員の間では､ 法案の内容だけでなく､ カーター・モンデール・バード

の手法に対して､ ｢嘘つき｣ や ｢独裁者｣ といった批判が相次いだ

(����������	�
��)｡ 結局､ 天然ガス法案は､ 翌�
月�日に別の修正案

が可決された後､ ロングの財政委員会の案､ すなわち価格規制の撤廃を中

心とした案が､ 発声投票にて可決された｡

その後､ �
月	�日にエネルギー税関連の法案が可決されたことで､ 上

院において全ての法案が可決された｡ しかしそれらは､ 政権案や下院案と

比べて大幅に現状維持的なものであった｡ 上述した天然ガスの他､ 下院案

との主な違いは､ 原油税の導入と公共料金の改定が否決されたこと､ 公益

事業・製造業向けの原油・天然ガスへの課税や省エネのための規制が下院

案よりも緩やかなものになったこと､ 高燃費車への課税にかわって高燃費

車の製造の禁止を定めたことであった｡

こうして､ カーターにとっては ｢下院が可決したひとつの 『良い』 法案

と上院が可決した
つの別々の法案｣ (カーター���������) ができあが

り､ 両院で成立した法案をすりあわせるため､ 両院協議会が開かれること

となった｡ 
つの上院案のうち	つ (石炭への転換の推進・公共料金の改

定・省エネの推進) については下院案 (およびジャクソンの上院エネルギー

委員会に近い案) で合意が得られた｡ しかし､ 両院協議会の議題が､ 天然

ガスに関する法案に移った��月�日以降､ 審議は完全に膠着した｡ 大統

領・下院案の全てを削除するという上院案に固執するか､ 価格の上限の僅

かな上昇についてのみ下院案を受け入れるか､ という点で､ 上院の両院協

議会委員が�対�の半々に分かれたのである｡ 両院協議会は､ 形式的には

上院と下院の間の意見調整の場である｡ しかし､ 時には､ 同じ院における

異なる委員会同士あるいは委員会と本会議の対立が蒸し返される場となる

ことが生じる｡ 両院協議会の委員は､ その法案の審議に携わった委員会に

所属する委員だからである｡ とはいえ､ これほど両院協議会での調整に時
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間がかかることや､ 両院協議会において非妥協的な空気が漂うことは､ こ

の時代の議会においても珍しいことであった｡

アメリカ議会の委員会制度に関する理論のひとつである ｢分配理論｣ に

よると､ 両院協議会は､ 委員会が事後的な拒否権 (����������) を行使

する場である (��	�
�����
��������	���
����)｡ カーターの失敗の原

因は ｢分断化した政治状況｣ であるという､ 通説的な説明は､ まさにこの

局面においては適切であった｡ 立法過程は障害物競走であり､ ひとつでも

障害物がクリアできなければ､ そこで立法は終わる｡ 法案の通過を目指す

カーターにとっては､ 上院の民主党議員と､ その背後にいるロビイストを

何とかしないといけないことは明白であった｡

結局､ カーターが､ 当初は��日以内に､ その後は��月�日をデッド・

ラインとしていた同法案は､ ��月��日の休会前の最終日になっても成立

しなかった｡ �つの法案のうち､ 天然ガスとエネルギー税が残された｡ 勿

論､ その�つの法案のみを切り離して､ 上下両院で再議決させることは容

易であった｡ しかし､ カーターは天然ガスを含む包括的な立法に固執して

いたし､ オニールも､ 法案の全ての部分について両院協議会の合意が得ら

れなければ､ 下院では審議しないことを明言していた｡

�－�－� ����年：政権側のロビイングと妥協による法案成立

ところが､ このような難局に直面したエネルギー法案の立法過程は､

����年に入って､ 可決・成立に向かって大きく動き出すことになった｡

その大きな要因は､ カーター政権の立法活動が以下の�点において大きく

変化したことである｡

第�に､ 物事に優先順位をつけることに政権が意識的になったことであ

る｡ 政権発足当初のカーターは､ 議事手続の難しさを過小評価していたこ

とから､ 議会の仕事の遅さにフラストレーションをもっていた｡ しかし､

逆に､ 大統領が複数のアジェンダに優先順位を定めないことが混乱を招い

たとする批判が､ 議会内 (����
����
��) だけでなく､ 政権内からも現

れた (����������
����) ことから､ 不平を言うばかりではいられなくなっ

分極化時代初期のアメリカ大統領と連邦議会の関係 (二)
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た｡ 政権の中枢やリエゾン・スタッフの間でも､ ��年��月からは､ 週に

�度の頻度で､ モンデールを中心に､ 優先事項を確認する作業が行われる

ようになった (�������	

���
)｡

第�に､ その最優先事項としてエネルギーが位置づけられたことである｡

カーターおよび議会民主党は､ �年目の立法成果を公には自画自賛した｡

同時に､ この改革の成否によって､ カーター政権の立ち上がりの評価は大

きく異なることとなった｡ カーター自身も､ ��月�
日に ｢少なくとも内

政については､ 議会と政権が成功したかどうかを､ エネルギー問題によっ

て判断することは､ 正当なことである｣ (�����������	
��	�
��
��
�	�

�	��	�����
) とし､ また､ ��月�
日には､ エネルギー政策のみが ｢唯

一の �年目の主な失敗であった｣ (�����������	
��	�
��
��
�	�	�

�	�����
) と述べている｡ 大統領だけでなく民主党議会指導部にとって

も､ エネルギー法案は､ 政治的には是が非でも成立させなければならない

案件となった｡

そして第�に､ 政権側の立法活動が､ 世論への訴えかけから､ 議会メン

バーとの緊密なやりとりへと大きく舵を切ったことである｡ その背景は､

反ワシントン的なアプローチ､ そしてそれが立法を中心とした政策実績に

繋がらないことに対して､ メディアが厳しい評価を行うようになり

(��������		��

�)､ カーターの支持率も急落したことである｡ たとえ

ば､ ワシントン・ポスト紙の論説は ｢カーターが習熟を示すようになった

という暖かいコメントは､ この政治の季節においては聞き飽きた決まり文

句であり､ それは､ ワールド・シリーズの�戦目に望む投手がゲームのルー

ルを把握する能力を示した､ というようなものである｣ と述べている｡ た

だ､ 同じ論説において､ ｢意図も良いし､ 着実な姿勢である｣ という評価

もされている (�������	

��
�)｡

�	�
年の同法案の立法過程は､ 両院協議会から再開された｡ 前年に合

意に至らなかった�つの問題のうち､ ロングの意向により､ 天然ガス問題

の合意が得られてからでなければ､ (天然ガスよりは論争的ではない) エ

ネルギー税は審議されないこととなった｡ 別の言い方をすれば､ 天然ガス

論 説
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が包括エネルギー法案全ての帰趨を握ることとなったのである｡

天然ガスをめぐる議論は､ �月��日に､ 上院の両院協議会委員��人�の

間の協議から再開された｡ �月�日に､ ��人中�人が妥協案に合意したこ

とが明らかにされたが､ この案は､ 政権案に近い案を支持する下院の委員

が受け入れられるものではなかった｡ �月��日に開かれた両院協議会で

も､ この上院の妥協案と下院案の間の溝は埋まらなかった｡

この状況の打開に動いたのは､ カーターであった｡ カーターは既に､ �

月�日の記者会見において､ これまで価格規制の拡大を強く推進する態度

であったことから転じ､ 段階的な規制緩和であれば容認する発言を行って

いた｡ �月��日､ カーターは下院共和党の両院協議会委員と個別に面会

し､ 両院協議会を通過したものであれば何でも支持をするとの旨を伝えた｡

これを受けて､ 両者の歩み寄りは大きく前進するようになった｡ 両院協議

会の主要な委員は�月��日に､ 次いで両院協議会全体としては�月��日

に､ 天然ガスに関してついに妥協に至った｡ �月��日に両院に提出され

た内容は主に､ 第�に､ ����年までには､ 新たに発見された天然ガスに

対して､ 連邦が取引価格を設定する制度を廃止すること､ 第�に､ それま

では現状より高い取引価格を設定すること､ 第�に､ 一部の天然ガスに対

しては州内の取引に対しても価格規制を行うこと､ などであった｡

ところが､ ����年の�月になっても､ 何人かの両院協議会の委員が署

名を渋った｡ その理由は､ 表向きには議員スタッフが作成した法案の文言

が両院協議会の合意を適切に反映させていないことに対する異議であった

が､ その真意は選挙区事情であった (カーター	����	���)｡ つまり､ そ

うした行動に及んだのは､ 天然ガスを産出する選挙区を代表する議員たち

であり､ 選挙区の団体が議員たちに強い圧力をかけていたのである｡ これ

に対して､ この頃から､ モンデールを含む閣僚やスタッフは､ 個別の議員

へのロビイングをさらに強化させた｡ その中心人物であったシュレジンジャー

分極化時代初期のアメリカ大統領と連邦議会の関係 (二)
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９ その間､ 政権案寄りの民主党委員の�人が死亡し､ �人減っていた｡



は､ 連日のように議会に足を運び､ 議員のひとりひとりに会って長時間話

し合い､ 上下両院の本会議で過半数を得られるよう工作を行った｡ その工

作の対象は､ 最終的には ���人の全上下両院議員に及んだ (カーター�

��������)｡

このロビー活動の甲斐あって､ 天然ガス法案の報告書は､ �月��日に

署名され上院に送付された｡ しかし､ 上院本会議における差し戻しの動議

を含む反対派の活動によって､ 採決を�月の休会明けまで延ばさざるを得

なくなった｡ この段階で政権が支持していた法案は､ 当初の原案ではなく､

両院協議会委員との約束通り､ 両院協議会案であった｡ リベラル派議員に

とっては､ この案に規制撤廃が含まれたことは､ 法案自体を葬り去る強い

動機となったし､ この案はロングや共和党議員など規制緩和派の議員にとっ

ても物足りないものであった｡ つまり､ 両院協議会案は､ 妥協の産物であっ

ただけに､ 強い反対者は居こそすれ､ 積極的な支持者はいない状態であっ

た｡ この段階においても､ 最も積極的に上院議員にはたらきかけたのは､

政権側であった｡ カーター自らのロビー活動も盛んであった｡ たとえば､

�月�	日には､ 製紙・繊維・ガラス製造業等､ �月
日には､ 保険・鉄鋼・

自動車・建設・航空産業の経営者やロビイストをホワイト・ハウスに招い

て天然ガス法案の説明を行って支持を求めたり､ �月��日には､ 複数の

上院議員宛に､ 法案の成立を促す書簡を送ったりした｡ 議会指導部の側も､

バードが､ 上院がこの法案を通すか通さないかで､ 上院院内総務としての

自分の力量が判断されると､ 会う議員ごとに訴えていた (カーター������

��
)｡ それらの甲斐あって､ 送付から�	日後の�月��日に､ 天然ガス法

案は､ ��対��(共和党：����	
民主党：�	���) で可決された｡

審議の焦点は下院に移った｡ オニールを中心とする下院指導部は､ 上院

で天然ガス法案が紛糾していた間も､ 個別の議員を説得する活動を続けて

いたが､ 両院協議会がエネルギー法案の全てについて合意しない限り審議

を進めないことにしていたため､ 公式の審議は､ 両院協議会からの最後の

報告 (高燃費車への課税に関する法案他) が行われた�	月��日からであっ

た｡ 下院規則委員会は､ エネルギー法案をオムニバス法案として一括して
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採決するか否かをめぐって丸�日を費やした｡ 委員会の採決の結果は�対

�であった｡ ここで民主党指導部と政権側は民主党規則委員に対してロビ

イングを行った｡ その結果､ �人の民主党委員が態度を変え､ 翌��日､

規則委員会は�対�で一括して採決することを認めた｡

これを受けて､ 下院本会議にて､ 両院協議会を通過した法案�本を一括

して採決することを求める動議をめぐる採決が行われた｡ これが､ この法

案の成否を最も決定づけるものであった｡ 天然ガス法案に反対する勢力は､

����年の夏と同じく､ 共和党議員の大半と､ 石油・天然ガスを産出する

選挙区選出の民主党議員､ そしてリベラル派の民主党議員であり､ 党派構

成の面からみれば､ ある程度の民主党議員が反対に回っても､ 一定の共和

党議員が賛成に回れば､ 可決に持ち込めるはずであった｡ ところが､ 下院

では､ ��年秋は��年夏とは大きく状況が異なっていた｡ 下院選挙はすぐ

そこまで迫っており､ 共和党は選挙が近付くにつれて態度を硬化させ､ 大

統領に政治的失点をつけることで選挙戦を有利に進めようと考える議員が

増えていたのである｡ これでは､ 上院のように大統領や政権スタッフが個

別議員に説得活動を行ったとしても､ 共和党議員に対しては､ 思うように

は行かなかった｡ それでも政権スタッフや下院民主党指導部は､ 個別の議

員の説得を続けた｡ 採決の結果は､ ���対��	(共和党：�
����民主党：

���
��) であった｡ 最後の賛成票を投じたのは､ 共和党議員のトム・エヴァ

ンス (�
�������共和党・デラウェア州選出) であった｡

翌日の上院本会議では､ アバレスクら数人の議員が､ エネルギー税法案

をめぐって再びフィリバスターに及んだが､ ��時間経って､ バードによっ

てそれを却下する動議が可決され､ 休会間際の��月��日の早朝､ 上院本

会議は､ エネルギー税を扱った������	�を､ 	�対��(共和党 ��
���

民主党��
�) の賛成多数で可決させた｡ これで上院では全ての法案が成

立した｡ 続く下院も､ 全ての法案を一括して採決し､ ���対�	�(共和党

�	
���民主党 ���
��) で可決させた｡

こうして､ 国家エネルギー法は､ ��月�日のカーターの署名によって

正式に成立した｡ 署名の演説において､ カーターは､

分極化時代初期のアメリカ大統領と連邦議会の関係 (二)
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(今日は､ この国にとって大いなる進歩の日であり､ 大統領である私

にとって大いに満足できる日である｡ そして､ これは我々のシステム

が民主的な政府であることを証明するものである) (訳語は筆者)

と述べ､ 成功を自賛した｡ たしかに､ かねてより難しい課題であると認識

されていたものを成立させた功績は大きいし､ 成立した法案の内容も､ 高

燃費車への課税・大口需要者に対する公共料金の優遇措置の撤廃・石炭の

使用の推進・家庭用器具への効率性の義務付け・新エネルギーの開発促進

など､ まさに包括的なものであった｡

一方､ カーター政権の失敗も大きかった｡ 最も論争的であった天然ガス

価格についても､ 将来的な価格規制の撤廃を認めたという点では大きな後

退であった｡ ガソリン税・原油税・産業用石油天然ガス税といった政権案

はすべて削除された｡ そのため､ カーターは����年以降も､ 石油の価格

規制や石油税の問題に再度取り組むこととなった｡ また､ 医療保険改革や

福祉改革といった､ 第� 議会において成立が期待されていた他のアジェ

ンダが犠牲となった｡ 政治的な面においても､ カーターへの国民の疑問は､

エネルギー問題に関するカーターの再三の勧告に議会が従わないことから

くるものであり (カーター!��"#!��$)､ その後ワシントン慣れをし､ 立

法業績も挙げるようになったにもかかわらず､ メディアと世論には､ その

イメージが定着してしまった｡ これが��"%年の再選失敗の大きな遠因で

あったことも､ また間違いないであろう｡

第�節 小括

&－&－� 大統領の立法活動

以上の国家エネルギー法の立法過程における政権の成功と失敗は､ どの
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ように説明できるか｡ 本節では､ まず､ 第�章第�節で述べた ｢大統領中

心アプローチ｣ と ｢議会中心アプローチ｣ のそれぞれに対応した説明を､

｢各種の環境的要因｣ を考慮しつつ行う｡ そして､ 大統領と議会の相互作

用をみなければ､ カーター政権は議会の ｢誰と､ どのように悪かったのか｣

ということが説明できないことを述べ､ 第�章第�節で提示した､ 大統領―

議会関係に基づいた､ カーター政権の失敗の�つの説明の優劣を比較検討

する｡ 表�は､ 以下の議論の理解を促すために､ 上下両院それぞれの状況

を要約したものである｡ 網掛けを施している箇所が､ 上下両院で大きな違

いがみられた点である｡

分極化時代初期のアメリカ大統領と連邦議会の関係 (二)
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下 院 上 院

指導部 オニール下院議長 バード院内総務

政策選好 リベラル｡ 政権案に難色 石油産業寄り｡ 政権案に難色

政権との感情的な関係 徐々に改善 良好ではないが協力はする

目的 可能な限り政権案に近い案を成
立させる

修正は許容するが法案は成立さ
せる

指導部の経験 �年目～�年目 �年目～�年目

指導部のスキル 高い 高い

指導部の権限 強化 変わらず

委員長 ��常任委員長たち／	�アシュレ
イ特別委員長

��ロング財政委員長／	�ジャクソ
ンエネルギー・天然資源委員長

政策選好 ��多様／	�議長と同じ �
石油産業寄り／	：政権寄り

政権との感情的な関係 ��多様？／	�議長と同じ �
良い／	�悪い

委員長の権限 ��弱体化／	�法案をとりまとめ
る権限

��変わらず／	�����年に新設の
委員会

一般議員 (注) 民主党���：共和党：��� 民主党��：共和党��

政策選好 上院よりやや党派的凝集性強い 下院よりやや党派的凝集性弱い

議事手続への影響力 弱体化 変わらず｡ フィリバスターの行使｡

カーターの立法活動および
その効果

����年：議会に丸投げ 効率的な審議と可決に寄与 反対する利益団体のロビイング
を許す

����年：一般国民への訴え
かけ

効果なし？ 反対する利益団体のグラス・ルー
ツ・ロビイングを惹起

↓ ↓

���
年：個別の議員に接触 (限定的な効果) 効果有

表�：上下両院における大統領・議会・両者の関係 出典：筆者作成

(注) 上下両院の議席数は����年�月時点のもの｡



まず､ 通説のとおり､ 大統領や政権が失敗を犯したことは明白であった｡

カーターおよび政権スタッフは､ 政権発足当初は明らかにワシントンを知

らなかったし､ 知ろうともしなかった｡ 政権が作成した包括エネルギー法

案は､ 政策・政治両面において稚拙であった｡ ��日で急ごしらえをした

法案は､ 技術的に穴の多いものであった｡ その穴を埋めるために､ この法

案を支持する議員にとっても法案の通過までに費やす時間やエネルギーは

大きなものになった｡

カーターの生命線は､ 世論への訴えかけであった｡ 議員は再選を第一義

的に考えるものである (������	
���) との仮定に基づけば､ 大統領は

選挙区民を説得しさえすれば､ 議会内での議員の行動も変わりうるのであ

る (�
�
	待鳥	����)｡ 仮に議会民主党との関係が悪化したとしても､ 反

ワシントンを前面に押し出すことや､ 政策のリベラルな部分を隠す上手い

レトリックを使うことで､ 共和党議員が支持しやすい環境を整えれば良かっ

たはずである｡ 実際､ カーターの戦略もそこであり､ 政権発足後の��年

は､ カーターは概ね世論への訴えかけを中心に行っていた｡ しかしカーター

はそれに失敗した｡ その理由は､ そもそもこの政策が有権者に不人気であっ

たことに加えて､ カーターの一般国民向けのレトリックはアメリカ国民全

体への説教であり､ それが不興を買ったことである
�｡

翌��年も､ 公には議会の仕事の遅さへの不満を述べたりする (������	


���	���) など､ これまでの反ワシントン的なレトリックは崩さなかっ

たが､ 水面下では､ メディアや世論のイメージと異なり､ 個別の議員への

接触にシフトしていた｡ 両院協議会や上院においては､ それはうまく機能

した｡ しかし問題は､ 根回しには取引や妥協が伴うことである｡ カーター

は､ 上院の両院協議会委員同士の妥協案､ つまり､ カーターにとっては不
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� この点においてカーターは､ 同じポピュリズムと評されるレーガンのように､
｢敵・味方｣ の二分法に基づいて､ 有権者受けする説明を行ったのではなかっ
た｡ あえて敵・味方に分けるとすれば､ カーターのものの言い方は､ 石油・天
然ガス・自動車会社だけでなく､ 資源を無駄使いする一般国民も ｢敵｣ と位置
づけてしまうものであった｡



本意な天然ガスの規制緩和や原油税の廃案を支持せざるを得なくなった｡

また､ 不人気な両院協議会の妥協案に､ 約束通り固執しなければならなく

なり､ これがまたカーターの不人気にもつながった｡

�－�－� 議会の反応

同じ事例を議会の側からみれば､ どのような説明が行われうるか｡ 当初

の政権案は､ 保守派にとってもリベラル派にとっても､ さらにはどの選挙

区を代表する議員にとっても､ 好ましい部分も好ましくない部分も含んで

いた｡ ｢議会中心アプローチ｣ は､ 議員のイデオロギー (あるいは選挙区

利益) と議会の党派構成によって大統領の立法活動の成否が説明できると

いうものであった｡ しかし前者は､ 誰がどういった理由で賛成をし､ 誰が

反対をするかといった傾向を説明することはできても､ 法案の帰結までは

十分に説明しない｡ 後者の党派構成についても､ 下院では拒否権のオーヴァー

ライドを､ 上院ではフィリバスターを乗り越えるだけの特別多数を民主党

は有していた｡ にもかかわらず､ とくに上院では法案の通過は苦難を極め

た｡ 議会中心アプローチでは､ この点が説明できない｡

したがって､ この事例を仮に議会のみから説明しようとしても､ 議員の

イデオロギーや地元利益といった議員の政策選好だけではなく､ 上下両院

それぞれにおける指導部の行動を考える必要がある｡ この事例からいえる

ことは､ 議員は､ 法案の内容をめぐってイデオロギー的に対立するだけで

はなく､ 手続をめぐって党派的に行動することである｡ ������	
�(���
)

はこれを､ ｢手続をめぐる分極化 (������	��
��
���������)｣ という｡ つ

まり､ 議会の分極化は両者の複合的な現象であり､ 分極化のメカニズムを

解き明かすためには､ 両者を切り分けて考えなければならない｡

この事例においては､ 効率的に議事進行が進んだのは下院の方であり､

それに最も大きな役割を果たしたのは､ オニール下院議長であった｡ オニー

ルは､ ��年代前半に行われた議会改革､ 具体的には､ 法案の複数付託を

行うことを議長に認める権限をフルに活用することで､ 特別委員会を組織

し､ 包括法案として一括審議させた｡ 議会指導部が包括法案を作成する動

分極化時代初期のアメリカ大統領と連邦議会の関係 (二)
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機は､ ����(����) によれば､ ひとつは､ 指導部と議会の関係について､

一般議員が呑めない不人気な内容のものをセットにして通すことであり､

もうひとつは､ 大統領にとって呑めないような法案に対する拒否権の行使

を防ぐことである｡ いずれにせよ､ 議会指導部が法案を成立させることを

目的に定め､ その可能性を高めるために行う戦略であると位置づけること

ができよう��｡

他方､ 上院の議会指導部が政権案を通す､ という点においては､ 意思や

属人的な能力の面からいえば､ 下院の指導部とそれほど代わりはしなかっ

た｡ 院内総務のバードも､ 政権案にもカーター政権にも良い思いをしてい

なかったが､ ��年ぶりの統一政府の下で大統領と協調することについて

は強い意思をもっていた｡ 上院と下院の最大の違いは､ バード院内総務の

限定されたリーダーシップである｡ 上院においては指導部の権限を直接的

に強化するような改革は行われなかったため､ 議事手続をめぐる分極化は

起こらなかった｡ 上院において手続をめぐる分極化が進行するのは､ 選ば

れる議員がイデオロギー的に分極化し､ 元来は議員個人の権限の行使のた

めに用いられた手段が党派的対立に用いられるようになる��	�年代から

である｡ その最たる例が､ フィリバスターである｡ 本稿の事例においては､

フィリバスターは､ クローチャーを防ぐ
�人の支持すらも必要とせず､

きわめて有効に議事の引き延ばしを行うように作用した｡

�－�－� 大統領の議会への関わり方

以上のような説明は基本的には誤りではなく､ 本稿の説明もまた､ 主に

これらに基づくものである｡ ただ､ 残された問題は､ これだけでは､ 議会
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�� さらに潜在的には､ 委員長選出の民主化に伴うシニオリティ・システムの崩壊
もオニールの権限の強化に寄与したことが､ エネルギー特別委員会の人選など
から伺える｡ �����(����) や待鳥 (����) は､ このような議員個人の権力強
化を意図した改革は､ ��	�年代に入って議会内政党の強化に寄与するように
なったと主張するが､ 本稿の事例は､ すでにその萌芽は����年代後半に現れ
ていたことを示している｡



の ｢誰と､ どのように悪かったのか｣ が説明できないことである｡ つまり､

大統領の立法活動の内容は､ 上院と下院ではそれほど違いはなかったにも

かかわらず､ なぜ下院では比較的上手く行き､ 上院では上手くゆかなかっ

たのか｡

そこで､ 議会の ｢誰と､ どのように悪かったのか｣ に関する説明として

提示した､ 第�章第�節で挙げた�つの説明のうち､ どれが適切であるか

どうか検討する｡ まず､ 上下両院ともにいえることは､ 通説がいうとおり､

議員の政策選好が断片化していたことである｡ この点において､ 第�章第

�節で提示した､ 説明�｢議員のイデオロギー的分極化｣ や､ 説明�｢議

会民主党��議会共和党��大統領｣ は､ この事例､ ひいてはこの時代の大

統領―議会関係にはあまり当てはまらない｡

下院では､ 説明�｢一部の民主党議員の離反｣ が当てはまる｡ 議長の権

限が強かったがために､ 速やかに法案が成立し､ また､ 大統領が立法に介

入しなかったことが､ 下院では功を奏した｡ もし､ カーターが､ オニール

のいうように個別議員への説得活動を行っていたとしても果たしてうまく

いったであろうか｡ 議長と大統領というふたつの指揮系統の間で混乱が生

じ､ 余計な時間がかかっていたであろうし､ 個別的な妥協を行わねばなら

なかったことは容易に想像できる｡ ���	年の最後の段階に入って､ カー

ターは個別的な説得を行ったが､ とくに共和党議員に対しては､ それは上

手く機能しなかった｡ 選挙が近付くにつれ､ 党派的な対立が先鋭化し､ カー

ターの言うことには耳を傾けなくなったからである｡ 他方､ 上院では､ 説

明�｢断片化した議会｣ が最も適切な説明である｡ 個別の議員との接触を

怠ったことが����年中に立法が終わらなかった最大の理由である｡ しか

し���	年に入り､ 個別的なロビーに移ってから､ 何とか法案の成立に繋

げることができた｡ しかし､ それと引き換えに大幅な妥協を余儀なくされ､

カーター本人も望まない､ しかも不人気な両院協議会の妥協案を最終的に

は支持しなければならなくなった｡

したがって､ 本稿の最大の主張は､ 大統領の失敗は､ 議会の分極化の状

況に適合した介入を行わなかったからである､ というものである｡ 加えて､

分極化時代初期のアメリカ大統領と連邦議会の関係 (二)
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｢大統領が立法に介入した場合､ 他の条件が同じならば､ 議員はより党派

的に行動する｣､ という筆者の主張 (松本����������) は､ この事例から

も､ とくに下院において裏付けられた｡ 最も紛糾した天然ガスの価格規制

問題は､ 政権側が ｢段階的な規制撤廃｣ の支持に転じてからも､ 議会共和

党が乗ってこなかった｡ これは､ 改革案のイデオロギー性ではなく､ 大統

領と多数党議会指導部の党派性に反応したからである｡

第�章 おわりに

以上､ 本稿は､ カーター政権はなぜ内政に失敗したのか､ より具体的に

は､ カーター政権と議会との関係は､ ｢誰と､ どのように悪かったのか｣､

という問いを立て､ 国家エネルギー法案の立法過程の事例研究に基づいて､

その答えを求めた｡ 本稿の議論は､ 政権側の問題や議会の反応といった､

既存の説明を排除するものではないが､ それに加えて､ ｢議会の分極化の

状況に適合的な介入を行わなかったこと｣ を指摘した｡ つまり､ 議事手続

をめぐる分極化が始まっていた下院では､ 指導部との関係が良好であり､

何もしないことによってむしろ上手くいったが､ そうではなかった上院で

は､ 個別の議員に対する説得活動が必要であるにもかかわらず､ それを怠っ

たことによって､ 大幅な審議の遅れと妥協を強いられたのである｡

本稿で行った事例研究が､ より中長期的な現代アメリカ政治に対しても

つ含意は､ 以下の�点である｡ 第�に､ この時代こそが､ 少なくとも下院

においては分極化の起源である｡ ��年代当時の論者の間や､ 点呼投票の

データなどでは､ ��年代後半の議会は断片化していると同時に､ 強くな

りすぎた大統領とも対抗していた､ というストーリーが通説である｡ しか

しそれは､ 部分的にはカーターの立法活動のまずさによって生じた短期的

な現象でもある��｡ 当時は､ 下院指導部の権限強化が何を意味していたの

論 説
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�� 議会中心アプローチの代表的な論者である�
�������������(����) は､ カー
ターの立法府における勝率は､ ����年においては､ 議会の党派構成や支持率
から予測される値を大きく下回っていたが､ その後改善し､ 予測値に近い値と



か､ 多くの論者は気づいていなかった｡ 下院においては､ 指導部が本気を

出せば､ 十分に民主党議員は結束し､ 共和党議員は態度を硬化させたので

ある｡

この点を所与とすれば､ 第�に､ 議会が分極化している時代においては､

大統領が議会に介入することは､ 議員の党派性を助長させる (松本�

���������) ため､ 大統領はむやみに議会に介入しない方が良い｡ ただし､

大統領の行動と議員の党派的行動の因果関係は､ この時代においては､ 主

に下院指導部との関係を経由したものである｡ 議員と選挙政治の経路は､

それほど大きなものでもなかった｡ この時代の議会改革のうち､ 議員個人

の権限を強化する方向の改革が分極化に寄与するのは､ 選ばれる議員がイ

デオロギー的に分極化する����年代に入ってからの話である｡

最後に､ 本稿の事例研究を通じて浮かび上がった問題点を�つ指摘する

ことで､ 今後の研究につなげたい｡

まず､ ｢大統領は合理的なアクターか？｣ という問いを考え直さなけれ

ばならない｡ これまでの ｢議会中心アプローチ｣､ あるいは合理的選択制

度論に基づく大統領―議会関係の分析においては､ 大統領は合理的なアク

ターであり､ 望ましい法案を通すことや､ 望ましくない法案を通さないこ

と ｢のみ｣ を目的と捉えていた｡ しかし､ この仮定は再検討を要する｡ 歴

代大統領が犯した失敗について論じた �	
��(����) は､ 大統領の行動

に関しては､ ゲーム理論の枠組みで扱われるような､ 狭い合理性を仮定す

ることはできないとしている｡ その理由は､ 選挙運動の際に公約としたも

のは実行に移すことを迫られること､ 議会に介入することに伴うリスクを

読み誤ったりすること､ あるいはそもそも大統領が着手するような仕事は､

失敗の危険が高い仕事ばかりであることなどである｡ 要するに､ これまで

の合理的選択制度論に基づく大統領の立法活動の分析は､ ベンチ・マーク

を提供することはできても､ 個別具体的な行動､ とりわけ重要な立法や複
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(名城 
��) ��－�－���

なっていること､ つまり､ 大統領のスキルが徐々に他の大統領並みには向上し
ていたことを指摘している｡



雑な立法の帰結を正確には予測できないのである｡

ただし､ 大統領は､ 様々な制約や法案の成立以外の目的の中で､ 可能な

限り法案の成立や不成立を目指して行動するという､ より緩やかな合理性

までをも否定する積極的な理由はない｡ どのようなタイプの大統領､ ある

いはどのような条件下にある大統領が､ より合理的に､ つまりより立法に

おいて勝利するのか､ という問いを立て､ 検証することで､ これまでブラッ

ク・ボックスとして扱われていた大統領の ｢スキル｣ の内容に､ より検証

可能な形をあたえることが可能となる｡ 大統領の立法活動に関する実証研

究をより蓄積させてゆくことの意義はここにある｡

大統領の立法活動を､ アメリカの大統領研究の文脈で����������	と

呼ばれる一般国民へのアピール (
������
����) と､ 議会関係者への非

公式な接触のふたつに大別するとすれば､ どちらにもメリットとデメリッ

トが存在することが本稿の事例研究でも明らかになった｡ 前者は､ 多くの

定量的な分析によれば効果はあまりない (����
�������
����) という見

方や､ 世論と適合的な主張でなければ効果が上がらないという見方

(�����������
����)､ さらには逆効果にすらなる場合もあるという見方

など､ おしなべて否定的あるいは限定的な見解が強い｡ 他方､ 個別の議員

への説得活動に対しては､ 少なくともそれが逆効果となるという見方は少

ない｡ しかし､ 本稿の事例でも明らかなように､ 定量的な分析は､ 法案が

成立したという事実にのみに注目するあまり､ 法案の内容において大統領

が譲歩している点を見逃す傾向にある��｡ 立法の成立という点において

｢合理的な｣ 大統領は､ 様々な条件によって立法活動の手段を使い分ける｡

その条件とは､ 上述した様々な制約や立法以外の目的の他､ 議会がどの程

度､ 手続面・イデオロギーの面において分極化しているかに求められる｡

より難しく､ 研究が未発達な課題は､ ｢議会指導者は合理的なアクター

か｣､ より正確にいえば､ ｢議会指導者の合理性とは何か｣ という問題であ

論 説
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る｡ 合理的選択制度論に基づいて政党の権力の強さを論じる研究 (�����

������	

	���
�����������������) は､ 皮肉にも､ 指導部の目的

とは何かを検証せず､ 指導部の個性を軽視してきた (����������		�����

���)｡ しかし近年になって､ 指導部の目的それ自体を考える研究が登場し

ている｡ たとえば､  ����(��	�) は､ 下院議長の目的は､ 再選・政策実

現・指導者としての目的等多様であり､ どの場合によりどの目的を目指す

のかを､ 事例研究によって論じている｡ 本稿は ���� (��	�) の理論枠

組を直接的には採用しなかったが､ 本稿の事例は､ なぜ指導部はこの法案

の成立に心血を注いだのか､ という問題については､ これまでの議会研究

における ｢政党理論｣ が仮定として置いていた ｢党利党略｣ という説明で

は十分ではないことを示している｡ 多数党指導部が大統領のアジェンダを

立法化させる､ といっても､ どの程度政党規律を強め､ どの程度党内の反

対派や敵対する党との妥協を行うのか､ といった点にはフリーハンドがみ

られたからである｡

さらに､ この�点に関する考察をより深めることが､ 分極化という現象､

そして分極化が進行している状況における大統領の行動との相互作用をよ

り深く理解することにつながるものと考えられる｡

附記：

本稿は､ 平成�	���年度文部科学省科学研究費補助金 (若手研究 (!)

研究課題 ｢アメリカ大統領の立法活動が及ぼす政党間二極化の効果の実証

分析｣ 課題番号�	"��	�
) による研究成果の一部である｡
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有馬哲夫� ##+�『中傷と陰謀 アメリカ大統領選挙狂騒史』�新潮新書�

ウッドワード�ボブ�(新庄哲夫訳)� ###�『権力の失墜 (上) ―大統領たちの危

機管理―』�日本経済新聞社�(6����
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オニール�ティップ�(土田宏・鬼頭孝子訳) $)�)�『下院議長オニール回想録―

アメリカ政治の裏と表―』�彩流社�(=?,�����3���$)�*�������
�������

	
�"������������
�����������%,�����	�,'-.�����,��.�
0-(
�!

��2������)

カーター�ジミー (日高義樹監修)�$)� �『カーター回顧録 (上) ―平和への戦

分極化時代初期のアメリカ大統領と連邦議会の関係 (二)
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キング����・�・コヘイン��・ヴァーバ (真渕勝監訳)������『社会科学のリ

サーチ・デザイン 定性的研究における科学的推論』�勁草書房�(�	� �
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砂田一郎��


�『新版 現代アメリカ政治 ��世紀後半の政治社会変動』�

芦書房�

廣瀬淳子������『アメリカ連邦議会 世界最強議会の政策形成と政策実現』�

公人社�

前嶋和弘����)�｢米国の大統領選挙予備選過程の変化とメディア―フロント・ロー

ディング現象をめぐって―｣�『選挙学会紀要』 第�号�)*��頁�

待鳥聡史����+�『財政再建と民主主義 アメリカ連邦議会の予算編成改革分

析』�有斐閣�

待鳥聡史����
�｢分極化の起源としての議会改革｣�五十嵐武士・久保文明編�

���
�『アメリカ現代政治の構図 イデオロギー対立とそのゆくえ』�東京大

学出版会�第)章�

松本俊太����
,�����｢アメリカ連邦議会における二大政党の分極化と大統領の

立法活動｣. 『名城法学』 第)�巻第�号／第-�巻第�*�号�

正誤表

本稿前編 (『名城法学』 第-�巻第+号所収) において､ 以下の誤りがありまし

た｡ お詫びの上訂正します｡

誤：%�)�(���	���./��� �������(��	��%�.	&�0&�)

正：%�)�(���	���./��� �0&�)
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